[bookmark: _GoBack]特定被災事業者に関する売上高要件確認書【持続化補助金台風19号、20号及び21号型・日本商工会議所提出用】（様式７）


令和　　年　　月　　日


日本商工会議所　会頭　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称（氏名）
代表者役職名　　　　　　　　　　　　　印

					
１.令和元年台風１９号、２０号及び２１号による被災の影響を受ける直前３か月の売上高（単月の合計値）

【R1年7月売上高】 ＋ 【R1年8月売上高】 ＋ 【R1年9月売上高】 ＝ 【3か月合計売上高】…①
［単位：千円］
							
	R1年7月売上高
	R1年8月売上高
	R1年9月売上高
	3か月合計売上高
【　①　】

	
	
	
	

	　
	　
	　
	　

	
	
	
	



２.東日本大震災による被災の影響を受ける前年同期の売上高（単月の合計値）

【H22年7月売上高】 ＋ 【H22年8月売上高】 ＋ 【H22年9月売上高】 ＝ 【3か月合計売上高】…②
［単位：千円］

	H22年7月売上高
	H22年8月売上高
	H22年9月売上高
	3か月合計売上高
【　②　】

	
	
	
	

	　
	　
	　
	　

	
	
	
	



３.要件該当の有無	（ ①  －　② ） ÷ ② × １００％　≦　－２０％以上該当

	【①】－【②】
	÷
	【②】
	×１００
	＝
	比較売上高減少率（％）

	　
	
	　
	
	
	　

	
	
	
	
	
	



※売上高とは	
【法人】　損益計算書の売上欄の金額			
【個人】　所得税申告決算書または月毎の売上実績がわかる資料の金額
○宮城県、福島県に所在する申請者は、一定の要件を満たす場合に補助金の補助率が定額に引上げ申請を行うことができます。（公募要領Ｐ.10参照）


